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現 状 と 県 の 取 組 状 況 

 政策戦略本部（税務課） 

【現 状】 

経団連は９月11日に2024年度税制改正に関する提言を行った。提言のうち消費税に関する内容については下記のとおり。 

 「社会保障の財源については、今後の人口構成を踏まえつつ、将来にわたって日本がどのようなレベルの福祉国家を目指し、同時にどのよう

な負担が生ずるのか、国民や企業の理解を得ながら世論を喚起していく必要がある。その上で、前述の特徴を踏まえながら、社会保険料と様々

な税を組み合わせることにより、バランスの取れた負担のあり方を検討していくべきである。 

その中で、消費税については、広く全世代の国民全体が負担すること、生涯所得に対して比例的で長期的には公平であること、財源として安

定的であることなどの特徴により、社会保障財源としての重要性が高く、中長期的な視点からは、その引上げは有力な選択肢のひとつである。

ただし、わが国において、過去、消費税率の引上げが景気に影響を与えたことにも留意しつつ、その実施時期と上げ幅については、デフレから

の完全な脱却を見据えながら、経済情勢を踏まえて検討する必要がある。」 

 

＜提言に対する国のスタンス＞ 

 経団連の提言を受け、松野官房長官は「少子化対策のみならず、社会保障全体の財源として中長期的な視点から消費税の引上げを有力な選択

肢の一つであるとしているものと承知しています。消費税については、社会保障の財源として今後も重要な役割を果たすべきものであると考え

ていますが、これまでも総理が述べられているとおり、当面触れることは考えておらず、その方針に変わりはありません。」と発言している。（令

和５年９月12日記者会見） 

 

（参考） 

政府税制調査会は、中長期的な税制のあり方を示す答申を６月30日に行った。答申のうち消費税に関する内容については下記のとおり。 

「日本の社会保障制度においては、社会保険制度が基本であり、それを賄う財源は、原則、社会保険料となりますが、 それを補完する財源とし

ては、特定の世代に偏らず幅広い国民が負担を分かち合うことができ、税収の変動が少ない消費税がふさわしいものと言えます。更なる増加が

見込まれる社会保障給付を安定的に支える観点からも、消費税が果たす役割は今後とも重要です。また、経済のグローバル化・デジタル化が進

展する中、国内外の経済主体の競争条件に中立的であるとの消費税の特徴は、その意義を増してきていると考えられます。」 
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